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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期

会計期間

自平成18年
４月１日
至平成18年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成19年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成18年
４月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高 (千円) 6,549,939 4,247,109 3,357,478 11,646,014 8,589,011

経常利益（△は損失） (千円) 211,901 △1,187,047 △1,435,466 △565,611 △2,515,558

中間（当期）純利益（△

は損失）
(千円) 114,881 △1,762,374 △8,574,265 △598,997 △4,873,009

持分法を適用した場合の

投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 2,633,950 2,633,950 2,633,950 2,633,950 2,633,950

発行済株式総数 (千株) 7,315 7,315 7,315 7,315 7,315

純資産額 (千円) 7,708,877 5,232,599 △6,452,300 6,994,974 2,121,965

総資産額 (千円) 12,372,433 10,470,360 4,777,748 12,384,802 7,948,526

１株当たり純資産額 (円) 1,053.86 715.34 △882.08 956.27 290.09

１株当たり中間（当期）

純利益金額（△は損失）
(円) 15.71 △240.93 △1,172.17 △81.89 △666.18

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額
(円) 15.64 － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 62.3 50.0 △135.0 56.5 26.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 373,164 △219,038 △459,049 506,127 △154,925

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 197,020 430,882 232,782 △349,870 213,438

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △858,219 △105,910 △208,445 △308,745 70,696

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
(千円) 373,479 614,958 203,522 509,025 638,234

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
(人)

549

(120)

531

(135)

373

(103)

542

(138)

477

(130)

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．第21期中、第22期中及び第20期並びに第21期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額について

は、新株予約権残高を有しておりますが、１株当たり中間（当期）純損失を計上しておりますので記載して

おりません
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２【事業の内容】

　当社は半導体テストハウス事業については、兵庫県の西脇工場（本社、半導体検査及びアセンブリ）、埼玉県の所沢

工場（半導体検査）及び大分県の九州工場（半導体検査）を拠点とし事業活動を行っておりましたが、当中間会計期

間において、平成20年12月末を目途に、所沢工場を他工場へ統合することを決定いたしました。

　これは、平成20年５月７日に策定した中期経営計画においてコストダウン推進のための各種施策の一環として決定

したものであります。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 373(103)　

　（注）１．従業員数は就業人員であります。なお、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載

しております。

　２．当中間会計期間において従業員が104名減少しております。減少した主な要因は、早期退職優遇制度の実

施に伴う半導体テストハウス事業の退職者及びプローブカード事業の譲渡に伴う移籍者によるもので

す。

　

なお、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

事業部門の名称 従業員数（人）

半導体テストハウス事業 320(87)　

半導体設計事業 39(13)　

共通部門 14(3)　

合計 373(103)　

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

EDINET提出書類

ジェネシス・テクノロジー株式会社(E02110)

半期報告書

 3/42



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間会計期間におけるわが国経済は、昨年後半からの米国サブプライムローン問題に端を発する金融市場不安

や、急激な円高から企業収益を圧迫し、設備投資も鈍化するなど、景気は減速基調となりました。

　   当社の属する半導体業界についても、需要の減退は大きく、市況の回復が見通せない状況にあります。

　このような経営環境のもと、当社は早期の黒字化を目標とする中期経営計画を平成20年５月に策定し、この計画に

基づき、既存顧客に対する売上の最大化および新規顧客開拓に注力してまいりました。また、その他施策として、プ

ローブカード事業については６月1日付けで株式会社ヨコオへ譲渡を行い、コストダウン推進に向けては、半導体テ

ストハウス事業の２工場体制への移行開始、早期退職募集を行うなど各種施策を実施してまいりました。

　しかしながら市場環境は、想定を超える価格下落および数量減の継続により、当社売上低下の歯止めは効かず、今後

の資金繰りの目処が立たない状況となったため、やむを得ず、平成20年９月25日に民事再生手続開始の申立に至りま

した。

　当中間会計期間における売上高は3,357,478千円（前年同期比20.9％減）となりました。利益面においては、営業損

失は1,402,270千円（前年同期は1,159,910千円の営業損失）、経常損失は1,435,466千円（前年同期は1,187,047千円の

経常損失）となり、中間純損失は減損損失等7,214,128千円を計上したことにより8,574,265千円（前年同期は

1,762,374千円の中間純損失）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フローが

 459,049千円の減少、投資活動によるキャッシュ・フローが 232,782千円の増加、財務活動によるキャッシュ・フ

ローが　208,445千円の減少となった結果、前事業年度末に比べ　434,712千円減少し、当中間会計期間末には　203,522

千円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、減少した資金は、459,049千円（前年同期は219,038千円の減少）となりました。この減少の要因

は、税引前中間純損失△8,569,802千円の計上に加え、リース資産減損勘定の減少165,732千円、および退職給付引当

金の減少137,592千円等による資金の減少に対し、減損損失7,214,128千円の計上、売上債権の減少479,560千円、未払

金の増加471,463千円等による資金の増加では補うことが出来なかったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、増加した資金は、232,782千円（前年同期は430,882千円の増加）となりました。この増加の主な

要因は、固定資産の取得による支出190,365千円があったものの、プローブカード事業の譲渡による収入　303,110千

円および遊休資産の売却による収入111,180千円があったことによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、減少した資金は、208,445千円（前年同期は105,910千円の減少）となりました。この減少の主な

要因は、長期借入金の返済 101,800千円、長期未払金の返済 72,748千円であります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間会計期間の生産実績は次のとおりであります。

事業部門
当中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前年同期比（％）

半導体設計事業（千円） 94,561 56.6

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は製造原価によっております。

３．半導体テストハウス事業は、サービスの提供にあたり製品の生産を行っていないため、生産実績について記

載すべき事項はありません。

(2）受注状況

　当中間会計期間の受注状況は次のとおりであります。

事業部門 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

半導体設計事業 224,354 117.2 27,300 79.6

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は販売価格によっております。

３．半導体テストハウス事業は、概ね受注から納品までの期間が短く、受注管理を行う必要が乏しいため、受注高

及び受注残高についての記載を省略しております。

(3）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門
当中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前年同期比（％）

半導体テスト

ハウス事業

テスト（千円） 2,623,443 68.0

アセンブリ（千円） 483,180 251.8

小計 3,106,624 76.7

半導体設計事業（千円） 250,854 126.3

合計 3,357,478 79.1

　（注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。

相手先

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円） 割合(％) 金額（千円） 割合(％)

株式会社東芝 812,498 19.1 405,922 12.1

神鋼商事株式会社 545,712 12.8 404,282 12.0

ソニーセミコンダクタ九州株式

会社
577,270 13.6 399,425 11.9

株式会社リコー － － 380,702 11.3

沖電気工業株式会社 610,817 14.4 － －

（注）１．神鋼商事株式会社は商社であり同社向けの販売については、最終顧客は全て半導体メーカーで

あります。

２．前中間会計期間の株式会社リコーの販売実績及び総販売実績に対する割合につきましては、総

販売実績に対する割合が10％未満であるため、記載を省略しております。

３．当中間会計期間の沖電気工業株式会社の販売実績及び総販売実績に対する割合につきまして

は、総販売実績に対する割合が10％未満であるため、記載を省略しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社は、平成20年9月25日付で神戸地方裁判所に民事再生手続を申立て、平成20年10月15日付で開始決定を受け、現在

民事再生手続き中であります。今後、債権者への弁済及びスポンサーによる事業の再生に尽力するべく、再生手続きに

取り組んでまいります。

　

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において当社は、平成20年５月７日開催の取締役会において、事業化を目指して開発中であった高周

波ＩＣ向けプローブカード事業を株式会社ヨコオに譲渡することについて決議を行い、平成20年５月９日に事業譲渡

契約を締結し、平成20年６月１日に事業譲渡を行っております。

　　その主な内容は、次のとおりであります。

　（１）相手会社の名称

　        株式会社ヨコオ

（２）譲渡資産

　        譲渡日現在のプローブカード事業に係る棚卸資産、固定資産、知的財産権及び営業権等

　（３）譲渡日

　        平成20年６月１日

　（４）譲渡価額

　        303,110千円

　（５）従業員について

　契約日現在プローブカード事業において雇用されていた当社の従業員は、譲渡日をもって株式会社ヨコオに

移籍しております。

　

　なお、当社は半導体テストハウス事業を仲谷マイクロデバイス株式会社に譲渡することについて、平成20年12月17

日に事業譲渡契約を締結いたしました。

　本事業譲渡契約の概要につきましては「第５　経理の状況　中間財務諸表等　注記事項（重要な後発事象）」に記載の

とおりであります。

５【研究開発活動】

１．研究開発活動

　当社は、半導体デバイスのテストおよびアセンブリの受託を通じて蓄積してきたコンタクト技術に係わる研究

開発および事業化に取り組んで参りました。

　当中間会計期間における研究開発費の総額は、31,762千円となっております。

　　　　なお、当中間会計期間における、当社の研究開発活動の状況の重要な変更は次のとおりであります。

　　　①プローブカード事業の譲渡

　高周波ＩＣ向けプローブカード事業につきましては、平成16年４月より事業化に向けた取り組みを開始し、開

発を続けてまいりましたが、平成20年５月９日に締結した事業譲渡契約に基づき、平成20年６月１日に株式会

社ヨコオへ譲渡しております。

　②テストソリューションシステム開発の活動停止

　当開発については、全社における業績の回復を最優先とし、コストダウン推進の観点から平成20年１月より開発

活動を停止しております。従いまして、当中間会計期間においては、研究開発費用は発生しておりません。

③割符ＬＳＩ製品の開発

　当開発については、前事業年度下期において電子割符技術をＬＳＩ化した製品の開発を終了し、販売を開始い

たしました。従いまして、当中間会計期間においては、研究開発費用は発生しておりません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備計画の変更は、次のとおりであります。

事業部門
事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定金額
（千円） 資金調達

方法

完了予定年月

当初 変更後 当初 変更後

　

半導体テスト

ハウス事業

（テスト）

　

西脇工場（兵

庫県西脇市）

九州工場（大

分県速見郡日

出町）

　検査設備等 400,000 24,469 　自己資金
平成21年3月

　

平成20年7月

　

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2）前事業年度末に計画していた重要な設備計画のうち、当中間会計期間において完了したものは、次のとおりであり

ます。

事業部門
事業所名
（所在地）

設備の内容
 投資額
（千円）

 完了年月

　半導体テストハ

ウス事業

（テスト）

　

 西脇工場（兵庫県西脇市）

　所沢工場（埼玉県入間郡三芳町）

　九州工場（大分県速見郡日出町）

　検査設備 24,469 平成20年７月　

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(3）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,600,000

計 25,600,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年12月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,315,000 7,315,000
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

計 7,315,000 7,315,000 － －

 （注）1.「提出日現在発行数」には、平成20年12月１日からこの半期報告書提出日までに新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含んでおりません。

　2.当社株式は平成20年10月26日をもって東京証券取引所市場第二部への上場が廃止されました。

　

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成15年12月12日臨時株主総会特別決議）

区分
中間会計期間末現在
（平成20年９月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年11月30日）

新株予約権の数（個） 445 445

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 89,000 89,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 900 900

新株予約権の行使期間
自　平成17年12月13日

至　平成25年12月12日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　900

資本組入額　　　450

発行価格　　　　900

資本組入額　　　450

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数

新株予約権１個当たりの株式数は200株であります。ただし、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合

には、上記の目的たる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
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２．新株予約権の行使時の払込金額

(1）発行日後、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整するもの

とし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

(2）発行日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合

（新株予約権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げます。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

るものとします。

(3）発行日後、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等行使価額の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整

するものとします。

３．新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時において当社の取締

役、監査役または使用人の地位にあることを要します。また、新株予約権者が当社または当社子会社の取締

役、監査役または使用人のいずれの地位を有さなくなった場合にも取締役会の承認等があれば新株予約権

を行使することができます。ただし、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件により、行使可能な

新株予約権の数および行使可能期間等について制限がなされまたは新株予約権を放棄すべきこととなる

ことがあります。

(2）新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を承継し、これを行使することができます。

(3）上記のほか、各新株予約権者から当社への新株予約権返還事由、新株予約権の行使の制限その他について

は、臨時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と各対象者との間で締結した「新株予約権割当

契約」に定めるところによります。

４．新株予約権の譲渡に関する事項

(1）新株予約権の第三者への譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとします。

(2）権利行使期間中に死亡した新株予約権者の相続人は、１名に限り権利を承継することができますが、再承継

はできません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成20年４月1日～

  平成20年９月30日
－ 7,315,000 － 2,633,950 － 2,541,030

 

（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日興プリンシパル・インベスト

メンツ株式会社
東京都千代田区丸の内２－７－３ 2,509 34.30

株式会社神戸製鋼所 神戸市中央区脇浜町２－10－26 1,930 26.39

安河内秀美　 福岡県糟屋郡粕屋町　 186 2.55

株式会社アドバンテスト 東京都練馬区旭町１－32－１ 160 2.19

ジェネシス・テクノロジー従業

員持株会
兵庫県西脇市和田町75 135 1.86

株式会社ジィ・アンド・ジィ 名古屋市瑞穂区春山町13－６ 100 1.37

横河電機株式会社 東京都武蔵野市中町２－９－32 80 1.09

株式会社東京精密 東京都三鷹市下連雀９－７－１ 40 0.55

神鋼リース株式会社 神戸市中央区脇浜町２－10－26 40 0.55

梶本修身 大阪府豊中市 28 0.38

計 － 5,209 71.22

　（注）株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,314,500 73,145

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 普通株式 400 － －

発行済株式総数 7,315,000 － －

総株主の議決権 － 73,145 －

 （注）「単元未満株式」の「株式数」の欄 には、当社所有の自己株式50株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ジェネシス・テクノ

ロジー株式会社

兵庫県西脇市和田町

75番地
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 215 208 192 173 135 106

最低（円） 170 170 162 131 83 11

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月

30日まで）及び当中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ

監査法人により中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 614,958 203,522 638,234

受取手形 39,025 5,155 38,199

売掛金 3,666,080 2,200,844 2,647,362

たな卸資産 375,530 80,070 130,266

その他 186,889 185,825 135,128

貸倒引当金 △3,946 △2,232 △2,685

流動資産合計 4,878,538 2,673,187 3,586,506

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,691,189 1,162,555 2,389,487

機械及び装置（純額） 1,612,666 284,630 1,177,690

工具、器具及び備品（純額） 523,763 26,286 455,649

リース資産（純額） － 551,317 －

その他（純額） 64,995 5,113 61,636

有形固定資産合計 ※1
 4,892,614

※1
 2,029,903

※1
 4,084,463

無形固定資産 510,822 28,915 177,109

投資その他の資産 188,385 45,742 100,446

固定資産合計 5,591,822 2,104,561 4,362,020

資産合計 10,470,360 4,777,748 7,948,526

負債の部

流動負債

買掛金 147,015 301,131 193,080

短期借入金 310,000 ※2
 1,769,621 750,000

1年内返済予定の長期借入金 330,500 － 307,200

未払金 1,194,015 ※2
 2,186,611 1,240,115

リース債務 － ※2
 5,969,973 －

リース資産減損勘定 － － 313,561

未払法人税等 14,100 11,500 19,000

賞与引当金 297,187 83,535 104,961

その他 ※3
 216,167

※3
 30,326 121,878

流動負債合計 2,508,986 10,352,699 3,049,799

固定負債

長期借入金 1,001,700 － 848,100

退職給付引当金 1,020,180 877,349 1,014,942

役員退職慰労引当金 83,649 － 91,793

長期未払金 623,244 － 536,342

長期リース資産減損勘定 － － 285,583

固定負債合計 2,728,774 877,349 2,776,762
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（単位：千円）

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

負債合計 5,237,760 11,230,048 5,826,561

純資産の部

株主資本

資本金 2,633,950 2,633,950 2,633,950

資本剰余金

資本準備金 2,541,030 2,541,030 2,541,030

資本剰余金合計 2,541,030 2,541,030 2,541,030

利益剰余金

利益準備金 12,000 12,000 12,000

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 45,852 △11,639,047 △3,064,782

利益剰余金合計 57,852 △11,627,047 △3,052,782

自己株式 △232 △232 △232

株主資本合計 5,232,599 △6,452,300 2,121,965

純資産合計 5,232,599 △6,452,300 2,121,965

負債純資産合計 10,470,360 4,777,748 7,948,526
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

売上高 4,247,109 3,357,478 8,589,011

売上原価 4,792,449 4,351,058 9,891,075

売上総損失（△） △545,340 △993,579 △1,302,064

販売費及び一般管理費 614,569 408,690 1,155,277

営業損失（△） △1,159,910 △1,402,270 △2,457,342

営業外収益 ※1
 4,584

※1
 2,748

※1
 6,999

営業外費用 ※2
 31,721

※2
 35,944

※2
 65,215

経常損失（△） △1,187,047 △1,435,466 △2,515,558

特別利益 ※3
 13,068

※3
 248,318

※3
 19,484

特別損失 ※4
 1,221

※4, ※5
 7,382,654

※4, ※5
 1,781,423

税引前中間純損失（△） △1,175,201 △8,569,802 △4,277,498

法人税、住民税及び事業税 6,452 4,462 14,790

法人税等調整額 580,720 － 580,720

法人税等合計 587,173 4,462 595,510

中間純損失（△） △1,762,374 △8,574,265 △4,873,009
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,633,950 2,633,950 2,633,950

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 2,633,950 2,633,950 2,633,950

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,541,030 2,541,030 2,541,030

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 2,541,030 2,541,030 2,541,030

資本剰余金合計

前期末残高 2,541,030 2,541,030 2,541,030

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 2,541,030 2,541,030 2,541,030

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 12,000 12,000 12,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 12,000 12,000 12,000

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 1,808,226 △3,064,782 1,808,226

当中間期変動額

中間純損失（△） △1,762,374 △8,574,265 △4,873,009

当中間期変動額合計 △1,762,374 △8,574,265 △4,873,009

当中間期末残高 45,852 △11,639,047 △3,064,782

利益剰余金合計

前期末残高 1,820,226 △3,052,782 1,820,226

当中間期変動額

中間純損失（△） △1,762,374 △8,574,265 △4,873,009

当中間期変動額合計 △1,762,374 △8,574,265 △4,873,009

当中間期末残高 57,852 △11,627,047 △3,052,782

自己株式

前期末残高 △232 △232 △232

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当中間期末残高 △232 △232 △232

株主資本合計

前期末残高 6,994,974 2,121,965 6,994,974

当中間期変動額

中間純損失（△） △1,762,374 △8,574,265 △4,873,009

当中間期変動額合計 △1,762,374 △8,574,265 △4,873,009

当中間期末残高 5,232,599 △6,452,300 2,121,965

純資産合計

前期末残高 6,994,974 2,121,965 6,994,974

当中間期変動額

中間純損失（△） △1,762,374 △8,574,265 △4,873,009

当中間期変動額合計 △1,762,374 △8,574,265 △4,873,009

当中間期末残高 5,232,599 △6,452,300 2,121,965
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・フロー計

算書
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純損失（△） △1,175,201 △8,569,802 △4,277,498

減価償却費 422,859 330,034 893,329

事業譲渡損益（△は益） － △109,980 －

減損損失 － 7,214,128 1,611,972

賞与引当金の増減額（△は減少） △57,606 △21,425 △249,833

退職給付引当金の増減額（△は減少） 68,226 △137,592 62,988

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △16,026 △91,793 △7,881

貸倒引当金の増減額（△は減少） △381 △452 △1,642

受取利息及び受取配当金 △939 △202 △1,317

支払利息 23,518 25,545 50,939

固定資産売却損益（△は益） △13,068 △70,078 △18,962

固定資産除却損 1,071 39,506 4,696

売上債権の増減額（△は増加） 654,583 479,560 1,674,127

たな卸資産の増減額（△は増加） △183,515 47,895 61,748

仕入債務の増減額（△は減少） 20,563 108,051 66,628

未払金の増減額（△は減少） 471,463

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,596 △2,776 △22,364

リース資産減損勘定の増減額（△は減少） － △165,732

その他 △28,225 32,876 △46,047

小計 △292,736 △420,773 △199,115

利息及び配当金の受取額 939 202 1,317

利息の支払額 △23,251 △21,236 △53,062

法人税等の支払額 △187 △17,241 △263

法人税等の還付額 96,198 － 96,198

営業活動によるキャッシュ・フロー △219,038 △459,049 △154,925

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 750,000 － 750,000

固定資産の取得による支出 △359,345 △190,365 △595,776

固定資産の売却による収入 40,227 111,180 59,215

ゴルフ会員権の売却による収入 － 8,857 －

事業譲渡による収入 － 303,110 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 430,882 232,782 213,438

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 110,000 △33,878 550,000

長期借入金の返済による支出 △130,300 △101,800 △307,200

長期未払金の返済による支出 △85,561 △72,748 △172,023

配当金の支払額 △49 △18 △80

財務活動によるキャッシュ・フロー △105,910 △208,445 70,696

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － －
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・フロー計

算書
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 105,933 △434,712 129,209

現金及び現金同等物の期首残高 509,025 ※
 638,234 509,025

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※
 614,958

※
 203,522

※
 638,234
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

―――――― 当社は、本年５月に事業の選択と集

中、半導体テストハウス事業での拠点

統合による生産体制スリム化、要員合

理化による労務費削減などによるコ

スト構造の見直し、売上拡大策の推進

を柱とする中期経営計画を策定し、業

績の早期改善に取り組んでまいりま

した。

　資金面では、中期経営計画に掲げた

施策を着実に実行し、金融機関からの

信頼回復へと繋げることで資金調達

を図るとともに、ファクタリングを活

用することで資金の確保を目指して

きました。

　このような状況の中、平成21年３月

期においては、第１四半期は、ほぼ中

期経営計画どおりの進捗となりまし

たが、第２四半期においては、半導体

テストハウス事業の需要が減退傾向

を強め、第３四半期以降も更に悪化す

る見通しにあります。こうした需要環

境の悪化の中で、売上高も急激に落ち

込む見通しとなり、この結果、資金繰

りに目処が立たない状況となったた

め、平成20年９月25日開催の取締役会

において民事再生手続開始の申立を

行うことを決議し、神戸地方裁判所に

申立を行いました。平成20年10月15日

に神戸地方裁判所から民事再生手続

開始決定がなされていますが、現在、

再生計画案は作成中であります。

　今後、再生計画案は神戸地方裁判所

に提出、受理された後、裁判所の認可

を得た上で遂行されることになりま

すが、現時点では再生計画案は未確定

であります。 

　当該状況により、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しておりま

す。

　なお、中間財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映しておりません。

　当社は、半導体テストハウス事業に

おいては、ＦＰＤ駆動用ＩＣを中心に

価格下落の影響を受けたことに加え、

顧客における生産動向の変化の影響

を受けたことによる数量減少があっ

たこと、また半導体設計事業において

も受託開発の減少により、大幅な減収

となり、この結果、前事業年度から２

期連続して営業損失および当期純損

失を計上し、当事業年度末における利

益剰余金は△3,052,782千円となって

おります。

　当該状況により、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しておりま

す。

　当社を取り巻く半導体市場は当面不

透明な状況が続くものと考えられ、ま

た当社の主力事業である半導体テス

トハウス事業においても当面厳しい

状況が続くものと予想されます。

　このような状況の中、当社はこれま

でコストダウン、売上拡大策の推進等

に鋭意取り組んでまいりましたが、こ

のたび更に踏み込んだ抜本的な対策

を実施し、早期に黒字化を実現すると

ともに、市場環境が改善しない中でも

利益を確保できる体質の構築を目指

し、平成20年５月７日開催の取締役会

において「中期経営計画」を策定い

たしました。

　その計画の骨子は以下のとおりであ

ります。

①事業の選択と集中

　コンタクト関係開発メニューのう

ち、高周波ＩＣ向けプローブカード

については他社へ事業売却するこ

とといたしました。（内容につきま

しては、「重要な後発事象」の１．

をご参照下さい。）
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前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  ②コストダウンの推進（固定費の圧

縮）

　現在の売上高水準においても安定し

た収益が確保できる体制を構築する

ため、半導体テストハウス事業におけ

る現在の３工場体制を２工場体制に

集約するとともに、人員および設備に

ついても、集約に伴う生産性向上の反

映、ならびに生産規模に応じた適正な

水準への見直し等により、固定費の大

幅な圧縮を図ります。このため、この

たび全社での人員削減を目的とした

早期退職の募集を行うとともに、余剰

設備ならびに遊休資産については売

廃却を行ってまいります。　

③売上高の確保

　半導体テストハウス事業では、上記

取り組みによるコスト競争力の強化

をもとに、既存の主力分野であるＦ

ＰＤ駆動用ＩＣおよびロジックＩＣ

での受注確保に加え、今後成長が期

待できる製品分野（車載関連ＩＣ、

白色ＬＥＤ用ＩＣ、電源等アナログ

ＩＣ、ＷＬＣＳＰ分野など）への取

り組みを強化してまいります。

④資金調達について

　上記①～③の経営施策を着実に実

行し、金融機関からの信頼回復へと

繋げることで、安定した資金の調達

が行えるものと見込んでおります

が、必要に応じてファクタリングも

活用することで資金の確保を図って

まいります。

　

　上記計画の着実な遂行により、事業

の安定化と継続的な収益確保が実現

できると判断しております。

　従いまして、財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を財務諸表には

反映しておりません。
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．資産の評価基準

及び評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価

法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のないもの

同左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のないもの

同左

　 (2）たな卸資産

①　原材料

　総平均法による原価法

(2）たな卸資産

①　原材料

  総平均法による原価法

（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

(2）たな卸資産

①　原材料

総平均法による原価法

　 ②　仕掛品

　半導体テストハウス事

業は総平均法による原価

法、半導体設計事業は個

別法による原価法であり

ます。

②　仕掛品

  半導体テストハウス事業

は総平均法による原価法

（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）、半導体設

計事業は個別法による原価

法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）であり

ます。

②　仕掛品

  半導体テストハウス事業

は総平均法による原価法、半

導体設計事業は個別法によ

る原価法であります。

　 ③　貯蔵品

最終仕入原価法

③　貯蔵品

  最終仕入原価法（貸借対

照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げ

の方法）

　

③　貯蔵品

最終仕入原価法

　  （会計方針の変更）

　従来、主として総平均法又は

個別法若しくは最終仕入原価

法による原価法によっており

ましたが、当中間会計期間よ

り「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）が
適用されたことに伴い、主と

して総平均法（貸借対照表価

額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）又

は個別法による原価法（貸借

対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの

方法）若しくは最終仕入原価

法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定し

ております。

　これにより、営業損失、経常

損失及び税引前中間純損失

は、それぞれ40,534千円増加し
ております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２．固定資産の減価

償却の方法

(1）有形固定資産

 

　機械及び装置は定率法、そ

の他の有形固定資産は定額

法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物（附属設備）15年

機械及び装置　　５年

(1）有形固定資産（リース資

産を除く）

  機械及び装置は定率法、そ

の他の有形固定資産は定額

法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

　   建物（附属設備）15年

　   機械及び装置　　５年

(1）有形固定資産

 

  機械及び装置は定率法、そ

の他の有形固定資産は定額

法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

　    建物（附属設備）15年

　    機械及び装置　　５年

　

　 (2）無形固定資産

 

定額法を採用しておりま

す。

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づいております。

(2）無形固定資産（リース資

産を除く）

  定額法を採用しておりま

す。

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づいております。

　

(2）無形固定資産

 

   定額法を採用しておりま

す。 

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づいております。

　

　 (3）リース資産

――――――

　

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

――――――
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３．引当金の計上基

準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

　 (2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支

給に備えるため、支給見込

額に基づき計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

　 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

　数理計算上の差異は各年

度の発生額について発生年

度に費用処理することとし

ております。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

　数理計算上の差異は各年

度の発生額について発生年

度に費用処理することとし

ております。

　 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。

(4）役員退職慰労引当金

　当社は従来、役員の退職慰

労金の支給に備えるため、内

規に基づく要支給額を計上

しておりましたが、民事再生

手続中であることを踏まえ、

全額取崩しを行っておりま

す。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。

４．外貨建ての資産

及び負債の本邦通

貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左 　外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．リース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　リース取引開始日が、リース

会計基準適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を適用

しておりましたが、当中間会

計期間末において、売買処理

による方法に変更し、リース

資産及びリース債務を計上し

ております。

　これは、当社が民事再生手続

き中であることを踏まえ、負

債を総額表示にいたしまし

た。従前、リース取引関係の注

記において記載しておりまし

た未経過リース料残高相当額

を負債に含めております。

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

６．中間キャッシュ

・フロー計算書

（キャッシュ・フ

ロー計算書）にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヵ月以内に償

還期限の到来する短期投資か

らなっております。

同左 同左

７．その他中間財務

諸表（財務諸表）

作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

―――――― 　（リース取引に係る会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平

成20年４月１日以後開始する事業年

度から適用することになったことに

伴い、当中間会計期間からこれらの会

計基準を適用し、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によること

としました。

　これにより、営業損失、経常損失及び

税引前中間純損失は74千円増加して

おります。

　なお、リース取引開始日が、リース会

計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を適用し

ておりましたが、当中間会計期間末に

おいて、売買処理による方法に変更

し、リース資産及びリース債務を計上

しております。これは、当社が民事再

生手続き中であることを踏まえ、負債

を総額表示にいたしました。従前、

リース取引関係の注記において記載

しておりました未経過リース料残高

相当額を負債に含めております。

　

 ――――――
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【表示方法の変更】

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

―――――― 表示方法の変更

　（中間キャッシュ・フロー計算書）

①「未払金の増減額（△は減

少）」は、前中間会計期間まで営業

活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示しており

ましたが、当中間会計期間におい

て、重要性が増しましたので、区分

掲記しております。

　なお、前中間会計期間の「その

他」に含まれる「未払金の増減額

△は減少）」は、14,964千円であり

ます。

②前中間会計期間まで区分掲記し

ておりました「固定資産売却益」

（当中間会計期間は79,622千円）及

び「固定資産売却損」（当中間会

計期間は 9,543千円）は、ＥＤＩＮ

ＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い中間

財務諸表の比較可能性を向上する

ため、当中間会計期間より「固定資

産売却損益（△は益）」として表

示しております。

　

　

　

 ――――――
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間会計期間末
（平成20年９月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　  19,981,778千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　   15,987,752千円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　   20,284,143千円

※２．借入金及び未払金並びにリー

ス債務

――――――

※２．借入金及び未払金並びにリー

ス債務

　借入金及び未払金並びにリース

債務につきましては、当社の民事

再生申立に伴い、期限の利益を喪

失した為、流動負債に計上してお

ります。

※２．借入金及び未払金並びにリー

ス債務

――――――

　

※３．消費税等の取り扱い

　仮払消費税等および仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。

※３．消費税等の取り扱い

同左

※３．消費税等の取り扱い　  

――――――

　

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 814千円

受取雇用助成金     666千円

還付加算金    2,594千円

受取利息 77千円

受取雇用助成金    1,575千円

　 　

受取利息 1,192千円

受取雇用助成金    1,441千円

還付加算金    2,594千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息   23,518千円

支払手数料 3,385千円

支払利息 25,545千円

支払補償料    6,257千円

支払利息   50,939千円

※３．特別利益 ※３．特別利益 ※３．特別利益

固定資産売却益 13,068千円 固定資産売却益  79,622千円

事業売却益  109,980千円

固定資産売却益  19,484千円

※４．特別損失 ※４．特別損失 ※４．特別損失

固定資産廃却損 1,221千円 固定資産廃却損   39,506千円

固定資産売却損   9,543千円

特別退職金等  80,900千円

減損損失 7,214,128千円　

拠点集約関連費

用

 32,452千円

固定資産廃却損    6,843千円

固定資産売却損      522千円

特別退職金等 162,085千円　

減損損失 1,611,972千円　
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前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※５．減損損失 ※５．減損損失 ※５．減損損失

　

　──────

　

　当中間会計期間において、当社は半

導体テストハウス事業に係る以下の

資産グループについて減損損失を計

上しました。

　

用途 場所 種類
減損損失

（千円）

テスト

事業

西脇工場

(兵庫県西

脇市)

　

九州工場

(大分県速

見郡)

建物

機械及び装

置

工具器具備

品

リース資産

　他

6,982,423

西脇工

場　

（社分

棟） 

西脇工場

社分棟

(兵庫県加

東市)

建物　他 224,331

共通 

本社他

(兵庫県西

脇市他)

工具器具備

品

リース資

産、電話加

入権　他

7,373

合計 7,214,128

　

　減損損失の内訳は、建物 1,031,072千

円、機械及び装置 689,442千円、工具器具

備品 354,465千円、リース資産 4,982,631

千円、その他の有形固定資産67,695千円、

無形固定資産 59,530千円、投資その他の

資産29,290千円であります。

　当社は、原則として、事業用資産につき

ましては、管理会計上の区分を基礎とし

てグルーピングを行っております。ただ

し、遊休資産、及び処分予定資産につき

ましては、個別の資産単位ごとに把握し

ております。

　

　

　当事業年度において、当社は半導体テ

ストハウス事業に係る以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しまし

た。

　

用途 場所 種類
減損損失

（千円）

アセン

ブリ関

連設備

西脇工場

(兵庫県西

脇市)

建物

機械及び装

置

工具器具備

品

リース資産

他

401,235

検査装

置他

西脇工場

(兵庫県西

脇市)

所沢工場

(埼玉県入

間郡)

九州工場

(大分県速

見郡)

機械及び装

置

工具器具備

品

リース資産

566,429

ソフト

ウェア

西脇工場

(兵庫県西

脇市)

ソフトウェ

ア
293,473

所沢工

場　　建

物 

所沢工場

(埼玉県入

間郡)

建物

撤去費用
350,833

合計 1,611,972

　

　減損損失の内訳は、建物 289,070千円、機

械及び装置 304,523千円、工具器具備品

 33,944千円、ソフトウェア 295,788千円、

リース資産 599,145千円、撤去費用

 89,499千円であります。

　当社は、原則として、事業用資産につき

ましては、管理会計上の区分を基礎とし

てグルーピングを行っております。ただ

し、遊休資産、及び処分予定資産につきま

しては、個別の資産単位ごとに把握して

おります。
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前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 　

　テスト事業につきましては、今後の

投資額の回収が見込めない設備等に

ついて、当該資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、減損

損失を計上しております。

　西脇工場（社分棟）の建物につき

ましては、今後の再生計画の中で、事

業拠点が閉鎖される方向にあるた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減

額するとともに撤去費用と合わせて

減損損失を計上しております。

　共通部門につきましては、今後の投

資額の回収が見込めない資産につい

て、当該資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、減損損失

を計上しております。

　なお、減損損失を認識した資産の回

収可能価額については、いずれも市

場価格等を基礎とした正味売却価額

により測定しておりますが、売却や

他への転用が困難な資産につきまし

ては、零として評価しております。

　

　アセンブリ関連設備につきまして

は、今後、収益性低下等により投資額

の回収が困難であると見込まれるた

め、当該資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、減損損失

を計上しております。

　検査装置他につきましては、今後の

稼動が見込めない余剰設備につい

て、当該資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、減損損失

を計上しております。

　ソフトウェアにつきましては、市場

ニーズの変化により、当初想定して

おりました投資効果が期待できない

と判断し、帳簿価額の全額を減額し、

減損損失を計上しております。

　所沢工場の建物につきましては、中

期経営計画の策定に伴い、所沢工場

は他工場へ集約されることとなった

ため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額するとともに、撤去費用と合わ

せて減損損失を計上しております。

　なお、減損損失を認識した資産の回

収可能価額については、いずれも市

場価格等を基礎とした正味売却価額

により測定しておりますが、売却や

他への転用が困難な資産につきまし

ては、零として評価しております。

　６．減価償却実施額 　６．減価償却実施額 　６．減価償却実施額

有形固定資産 380,705千円

無形固定資産   42,154千円

有形固定資産  295,419千円

無形固定資産   34,615千円

有形固定資産 775,812千円

無形固定資産  117,517千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 　

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 7,315,000 － － 7,315,000

合計 7,315,000 － － 7,315,000

自己株式     

普通株式 150 － － 150

合計 150 － － 150

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 　

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 7,315,000 － － 7,315,000

合計 7,315,000 － － 7,315,000

自己株式     

普通株式 150 － － 150

合計 150 － － 150

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 　

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式　 7,315,000 － － 7,315,000

合計 7,315,000 － － 7,315,000

自己株式     

普通株式　 150 － － 150

合計 150 － － 150

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ジェネシス・テクノロジー株式会社(E02110)

半期報告書

31/42



　

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

　

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　該当事項はありません。

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成19年９月30日現在）

※　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

※　現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 614,958千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
－  千円

現金及び現金同等物 614,958千円

現金及び預金勘定   203,522千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
－ 千円

現金及び現金同等物    203,522千円

現金及び預金勘定    638,234千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
－  千円

現金及び現金同等物    638,234千円
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１．通常の賃貸借処理に係る方法に準

拠して会計処理を行っている所有権

移転外ファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円） 　

　──────

（単位：千円）

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間
期末残高
相当額

機械

及び

装置

14,227,729 6,117,805 8,109,923

工具

器具

備品

45,890 27,957 17,933

車両
運搬

具

3,561 118 3,443

ソフ

ト
ウェ

ア

58,142 40,567 17,575

合
計

14,335,324 6,186,449 8,148,875

 

　
取得価額
相当額

減価償却累
計額
相当額

減損損失
　

累計額　
相当額

期末残高
相当額

機械
及び
装置

14,724,931 7,400,033 599,145 6,725,752

工具
器具
備品

26,312 13,816 － 12,495

車　
両
運搬
具

3,561 474 － 3,086

ソフ
ト
ウェ
ア

58,142 46,381 － 11,760

合計 14,812,947 7,460,706 599,145 6,753,095
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前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料期末残高相当額

等

１年内   2,843,691千円

１年超   5,643,885千円

合計   8,487,577千円

　────── 未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,771,312千円

１年超 4,691,914千円

合計 7,463,227千円

リース資産減損

勘定の残高
599,145千円

　 （注）リース取引開始日が、リース会

計適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を

適用しておりましたが、当中間会

計期間末において、売買処理によ

る方法に変更し、リース資産及び

リース債務を計上しております。

　　　これは、当社が民事再生手続き中で

あることを踏まえ、負債を総額表

示にいたしました。従前、リース取

引関係の注記において記載してお

りました未経過リース料残高相当

額を負債に含めております。

　

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料  1,416,405千円

減価償却費相当額 1,392,978千円

支払利息相当額  72,200千円

支払リース料  1,403,053千円

減価償却費相当額  1,334,505千円

支払利息相当額     55,188千円

支払リース料  3,104,092千円

減価償却費相当額  2,999,081千円

支払利息相当額  137,114千円

減損損失  599,145千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

１年内 265,489千円

１年超     361,159千円

合計     626,648千円

１年内    18,154千円

１年超        －　千円

合計      18,154千円

１年内   76.133千円

１年超      54,363千円

合計    130,497千円
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（有価証券関係）

　時価評価されていない主な有価証券の内容

 

 前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

 当中間会計期間末
（平成20年９月30日）

 前事業年度末
（平成20年３月31日）

 中間貸借対照表計上額  中間貸借対照表計上額  貸借対照表計上額

その他有価証券    

非上場株式 8,000千円      5,000千円      8,000千円

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間末
（平成19年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成20年９月30日現在）

前事業年度末
（平成20年３月31日現在）

────── ────── ──────

（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

当事業年度において存在したストック・オプションの内容

　 平成15年12月12日臨時株主総会特別決議

　 第１－Ａ回新株予約権 第１－Ｂ回新株予約権

 付与対象者の区分及び人数 当社役員　　　６名
当社役員　　　２名

当社従業員　　73名

 ストック・オプション数 普通株式　32,000株 普通株式　88,800株

 付与日 平成15年12月12日 平成16年５月14日

 権利確定条件

付与日（平成15年12月12日）以降、権
利確定日（平成17年12月12日）まで
継続して勤務していること。ただし、

任期満了、定年退職その他新株予約権

割当契約書に定める一定の事由に該

当する場合にはこの限りではない。

付与日（平成16年５月14日）以降、権

利確定日（平成17年12月12日）まで

継続して勤務していること。ただし、

任期満了、定年退職その他新株予約権

割当契約書に定める一定の事由に該

当する場合にはこの限りではない。

 対象勤務期間
自　平成15年12月12日

至　平成17年12月12日

自　平成16年５月14日

至　平成17年12月12日

 権利行使期間
自　平成17年12月13日

至　平成25年12月12日

自　平成17年12月13日

至　平成25年12月12日

 権利行使価格（円） 900 900

 公正な評価単価（付与日）（円） － －

（持分法損益等）

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。 同左 同左
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 715.34円

１株当たり中間純損失

金額
240.93円

　潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、新株予約権残高を

有しておりますが、当中間会計期間は

１株当たり中間純損失を計上しており

ますので記載しておりません。

１株当たり純資産額   △882.08円

１株当たり中間純損失

金額
 1,172.17円

　潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、新株予約権残高を

有しておりますが、当中間会計期間は

１株当たり中間純損失を計上しており

ますので記載しておりません。

１株当たり純資産額 290.09円

１株当たり当期純損失

金額
  666.18円

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、新株予約権残高を

有しておりますが、当事業年度は１株

当たり当期純損失を計上しております

ので記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益（△損失）金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり中間（当期）純

利益（△損失）金額
   

中間（当期）純利益（△損

失）金額

（千円）

△1,762,374 △8,574,265 △4,873,009

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る中間（当

期）純利益（△損失）金額

（千円）

△1,762,374 △8,574,265 △4,873,009

普通株式の期中平均株式数

（千株）
7,314 7,314 7,314

　    

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
   

中間（当期）純利益調整額

（千円）
－ － －

普通株式増加数

（千株）
－ － －

（うち新株予約権） － －　 －　

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益金

額の算定に含めなかった潜

在株式の概要

新株予約権（新株予約権の

数 525個）。なお、新株予約

権の概要は「第４　提出会

社の状況、１．株式等の状

況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。

新株予約権（新株予約権の

数 445個）。なお、新株予約

権の概要は「第４　提出会

社の状況、１．株式等の状

況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。

新株予約権（新株予約権の

数 525個）。なお、新株予約

権の概要は「第４　提出会

社の状況、１．株式等の状

況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

早期退職優遇制度の実施について

　当社は、平成19年10月１日開催の取

締役会において、中長期的な損益改善

を目的とし、人員体制の見直しおよび

労務構成の適正化による会社収益に

見合ったコスト構造の構築を図るた

め、早期退職優遇制度を実施すること

を決議いたしました。

１．早期退職優遇制度の概要

(１)募集人員

30名程度

(２)対象者

平成19年12月31日現在、満35歳以

上・勤続年数１年以上の従業員

(３)募集期間

平成19年11月16日から平成19年

11月30日まで

(４)退職日

平成19年12月31日

２．早期退職優遇制度の実施結果

(１)応募者数

45名

(２)損失見込額

今回の早期退職優遇制度の実施

に伴う特別退職金等は 163百万

円程度であり、平成20年３月期に

おいて特別損失として計上する

予定であります。

　当社は平成20年10月15日に神戸地方

裁判所より、民事再生手続き開始の開

始決定を受け、再生に向けた施策を検

討してまいりましたが、当社の事業を

再生するためには、適切な譲渡先に対

して当該事業を譲渡することが必要で

あるとの判断に至り、平成20年12月10

日開催の取締役会において、当社の半

導体テストハウス事業について事業譲

渡することを決議いたしました。

　又、事業譲渡契約を平成20年12月17日

に締結しております。

① 譲渡する相手会社の名称

　 仲谷マイクロデバイス株式会社

　② 譲渡する事業の内容、規模

・事業の内容
半導体テストハウス

計事業

・売上高 7,326,865千円（平成
20年３月期）

　③ 譲渡する資産の額

　     固定資産等　700,000千円

　④ 譲渡の時期

　     平成21年１月30日

　⑤ 譲渡予定価額

　700,000千円（但し、譲渡予定の資

産、リース物件のうち譲渡されない

ものの評価相当額を控除する)

　⑥ 引継ぎ拠点

　     当社九州工場

　⑦ 引継ぎ従業員

　     別途合意する

当社は平成20年５月７日開催の取締

役会において承認されました「中期

経営計画」に基づき、事業の選択と集

中およびコスト構造を見直すことに

より、早期に黒字化を実現するため、

以下の施策を実施しております。　

１．高周波ＩＣ向けプローブカード

事業の売却

　事業化を目指し開発中であった高

周波ＩＣ向けプローブカード事業

を株式会社ヨコオに譲渡すること

について、平成20年５月９日に事業
譲渡契約を締結し、同年６月１日に

譲渡いたしました。

①譲渡した相手会社の名称

株式会社ヨコオ

　②譲渡した資産の額

192,229千円

　③譲渡価額

　　　　303,110千円

２．半導体テストハウス事業のコス

ト構造見直し

　テスト事業のコスト構造見直しと

して、半導体テストハウス事業の工

場集約および早期退職優遇制度を

実施することを決議いたしました。

（１）半導体テストハウス事業の工

場集約

所沢工場での半導体テストハウ

ス事業を西脇工場および九州工場

へ統合いたします。

①統合時期

開始 平成20年６月
終了予定 平成20年12月

　

②所沢工場の概要

・所在地 埼玉県入間郡

・面積 4,464.43㎡
(土地および建物を
　賃借しております

)
・売上高 1,205,137千円(平成

20年３月期)
③損益に与える影響

　平成21年３月期において特別
損失として、設備の移転費用

 19,000千円を計上する予定であ
ります。

　なお、工場集約に伴い固定資産

の除却を行いますが、当事業年

度において処分見込価額まで減

損損失を計上しております。
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前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（２）早期退職優遇制度の実施

（早期退職優遇制度の概要）

①募集人員

　　　　約100名

　　　②対象者

　平成20年６月30日現在、満35歳
以上、勤続１年以上の正社員

　　　③募集期間

平成20年５月13日から平成20年５

月30日

④退職日

　平成20年６月30日
　但し、工場統合、業務引継等の

都合により退職日を７月１日以

降とする場合があります。

（早期退職優遇制度の実施結果）

　　　①応募者数

　　　　110名

　　　②損失見込額

今回の早期退職優遇制度の実

施に伴う再就職支援費用等は

 97,000千円程度であり、平成21
年３月期において特別損失とし

て計上する予定であります。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）臨時報告書

　　　　平成20年５月７日近畿財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）

の規定に基づく臨時報告書であります。

(2）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第21期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月30日近畿財務局長に提出。

(3）四半期報告書及びその添付書類

第22期第１四半期（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月14日近畿財務局長に提出。

(4）四半期報告書に係る確認書

第22期第１四半期（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月14日近畿財務局長に提出。

(5）臨時報告書

　　　　平成20年９月25日近畿財務局長に提出

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第10号（民事再生法の規定による再生手続開始の申立て）

の規定に基づく臨時報告書であります。

(6）臨時報告書

　　　　平成20年12月18日近畿財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号（事業の譲渡）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年12月21日

ジェネシス・テクノロジー株式会社  

 取締役会　御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中島　久木

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ジェネシス・テクノロジー株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第21期事業年度の中間会計期間（平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

ジェネシス・テクノロジー株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は早期退職優遇制度を実施した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

　（※）　１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年12月26日

ジェネシス・テクノロジー株式会社  

 取締役会　御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中島　久木

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ジェネシス・テクノロジー株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第22期事業年度の中間会計期間（平成

20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にある。

当監査法人は、下記事項を除き我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表

示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ

て追加の監査手続を適用して行われている。

　記

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は平成20年9月25日開催の取締役会において民事再生手続開

始の申立てを行うことを決議し、神戸地方裁判所に申立てを行った。平成20年10月15日に神戸地方裁判所から民事再生手続

開始決定がなされているが、現在、再生計画案は作成中である。今後、再生計画案は、神戸地方裁判所に提出、受理された後、

裁判所の認可を得た上で遂行されることになるが、現時点では再生計画案は未確定である。このため、継続企業を前提とし

て作成されている上記の中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、上記事項の中間財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、ジェネシス・テクノロジー

株式会社の平成20年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成20年4月1日から平成20年9月

30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているかどうかについての意見を表明

しない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

　（※）　１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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